
 

 

 

 

理事会の運営について                                      対象受検機関：公益財団法人大阪府暴力追放推進センター 

事務事業の概要 検出事項 改善を求める事項（意見） 

 
【団体の概要】 

公益財団法人大阪府暴力追放推進センター（以下「暴追センター」という。）は、平成４年
４月１日に「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」に基づき設立され、平成22年
12月１日より公益財団法人に移行している。 
暴追センターは、定款で評議員及び理事を10名以上15名以内、監事を２名以内置くことを規

定しており、平成27年３月31日現在、評議員12名、理事15名、監事２名が選任されている。 
 

１ 公益法人の各機関の役割と責任 
平成20年12月１日に施行された一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「法」と

いう。）等により、公益財団法人については、法人自らが責任をもって自主的・自律的に運営
を行えるよう、理事会の設置が義務付けられるとともに、各機関の役割と責任といったガバナ
ンスに関する様々な事項が明確にされた。 

【公益法人の各機関の役割と責任（平成25年10月23日、内閣府からの重要なお知らせ）】 

機関名 役割と責任の概要 

評議員会 

評議員会は、法人の基本的な業務執行体制（理事・監事等の選任・解任）
や業務運営の基本ルール（定款の変更）を決定するとともに、計算書類の承
認等を通じて、法人運営が法令や定款に基づき適正に行われているか監視す
る役割を担っている。理事や監事がその職務上の義務に違反し又は義務を怠
っている場合には、解任権限を適切に行使することも評議員会の責務である。 

理事 

理事は、理事会の構成員として、法人の業務上の意思決定に参画し、代表
理事等の業務執行を監視する役割を担う。善管注意義務（※１）、忠実義務（※
２）等の義務は、個々の理事に課せられており、義務違反等の場合には損害
賠償責任を負うことがある。 

理事会 

理事会は、法人の業務執行を決定し、理事の職務執行を監督するとともに、
代表理事を選定・解職する権限を持っている。代表理事がその職務上の義務
に違反し又は職務を怠っている等の場合には、解職権限を適切に行使するこ
とも理事会の責務である。 
例えば、財産管理状況に不備がある場合、理事会には適切な財産管理のた

めの体制を構築し、理事長らに実施させる責任を負う。 

監事 

監事は、理事の職務の執行を監査する。このため、監事には各種権限が付
与されるとともに、善管注意義務（※１）や理事会への出席義務（法第101

条１項・197条）がある。 
例えば、財産管理状況に不備がある場合、監事は、財産管理状況のチェッ

クを行い、必要な指摘を行う責任を負う。 

※１:委任の規定に基づく「善良な管理者の注意義務」（法第172条第１項、民法第644条） 
※２:法令及び定款を遵守し、法人のため忠実に職務を行う義務（法第83条・第197条） 
 

 
１ 公益財団法人移行後の理事については、関連団体の特
定の役職者が就任するという状況が続いている。これらの
理事の中には、理事会への出席率が非常に低い理事が見ら
れた。 
また、監事については理事会への出席義務があるにもか

かわらず、下表のとおりの出席状況である。決算理事会に
欠席している例もあった。 

【理事の理事会への出席状況（回数が過半数に満たない理
事）】 

理事 在任期間 
理事会 

総数 出席回数 

Ａ 
平成22年12月１日～ 
        現在 

16回 
６回 

（平成25年３月
18日以降欠席） 

Ｂ 
平成25年７月８日～ 

平成27年６月29日 
６回 １回 

Ｃ 
平成23年３月25日～ 

平成25年３月26日 
７回 ３回 

Ｄ 
平成22年12月１日～ 

平成23年10月５日 
４回 １回 

 

【監事の理事会への出席状況】 

監事 在任期間 
理事会 

総数 出席回数 

Ｅ 
平成22年12月１日～ 
現在 

16回 ８回 （※１回） 

Ｆ 
平成23年６月15日～ 
平成24年６月19日 

３回 ２回 （※１回） 

Ｇ 
平成25年６月17日～ 

平成26年６月12日 
３回 ２回 （※１回) 

 ※は決算理事会（６月実施）の欠席回数 

 

 
 

 
１ 各理事及び監事は、理事会
に出席することにより適切
に職務を果たされたい。 
また、理事及び監事の選任

に当たっては、理事会に出席
可能な者が選任されるよう、
必要に応じ見直しを行われ

たい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 



 

 

 

 

 
２ 基本財産の仕組債による運用について 
  基本財産の運用対象としていた仕組債については、過去（平成23年３月29日）の監査結果に

おいて、「今後は、暴追センターの『資産運用規程』における運用の基本方針及び運用対象を
見直し、仕組債の運用を原則として行わないようにするなど、基本財産の適切な運用を図られ
たい」とした。 

  当該監査結果を受け、暴追センターは、保有していた全ての仕組債について順次償還し、現
在は保有していない。 

    
３ 暴追センターにおける業務執行の決定について 

法人の業務執行の決定については、法第197条において準用する法第90条第２項第１号及び定

款第38条第２項第３号において、理事会が決定することを原則としている。ただし、理事会
は、法第197条において準用する法第90条第４項各号及び定款第38条第３項各号に規定するも
のを除き、業務執行の決定を理事に委任できる。 
暴追センターでは、事務の円滑化と適正かつ能率的な執行を図ることを目的として、平成27
年７月１日付けで契約処理規程を理事長の決裁により制定している。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
２ 仕組債には多額の損失が発生するリスクがあるが、資
産運用規程が改正されていないため、今後も仕組債によ
る運用を行うことが可能な状況である。 

 
 
３ 理事長の決裁により契約処理規程等が制定されていた
が、規程等の制定や改廃に係る理事長及び専務理事の決裁
権限の範囲について、理事の職務権限規程で具体的に定め
られていないため、当該決裁が権限の範囲内であるか否か
が不明である。 

また、契約事務に係る理事長及び専務理事の決裁権限
の範囲についても、具体的に定められたものがない。 
 

 
２ 基本財産を仕組債により
運用するリスクについて理
事会で議論の上、資産運用規
程の必要な見直しを検討さ
れたい。 

 
３ 理事会から理事長または
専務理事に委任する権限の
範囲が明確になるよう、理事
の職務権限規程及び契約処

理規程の見直し等を行われ
たい。 
 

【一般社団法人及び一般財団法人に関する法律】 
（忠実義務）  
第83条  理事は、法令及び定款並びに社員総会の決議を遵守し、一般社団法人のため忠実にその職務を行わなければ
ならない。 

（理事会の権限等） 
第90条 理事会はすべての理事で組織する。 

２ 理事会は、次に掲げる職務を行う。  
(1) 理事会設置一般社団法人の業務執行の決定 
（以下省略） 

４ 理事会は次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を理事に委任することができない。 
(1) 重要な財産の処分及び譲受け 
（以下省略） 

（理事会への出席義務等）  
第101条  監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなければならない。  
２  監事は、前条に規定する場合において、必要があると認めるときは、理事（第93条第１項ただし書に規定する場

合にあっては、招集権者）に対し、理事会の招集を請求することができる。  
３  前項の規定による請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を理事会の日とする
理事会の招集の通知が発せられない場合は、その請求をした監事は、理事会を招集することができる。 
（一般財団法人と評議員等との関係）  

第172条 一般財団法人と評議員、理事、監事及び会計監査人との関係は、委任に関する規定に従う。 
第197条  前章第３節第４款（第76条、第77条第１項から第３項まで、第81条及び第88条第２項を除く。）、第５款（第
92条第１項を除く。）、第６款（第104条第２項を除く。）及び第７款の規定は、一般財団法人の理事、理事会、監事
及び会計監査人について準用する。 
（以下省略） 

【定款】 
（財産の管理・運用） 
第８条 この法人の財産の管理・運用は、理事長が行うものとし、
その方法は、理事会の決議により別に定める。 
（構成及び権限） 
第38条 理事会は、すべての理事で構成する。 

２ 理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の職務を行
う。 
 (1) （省略） 
(2) 規則の制定、変更及び廃止に関する事項 
(3) 前各号に定めるもののほか、この法人の業務執行の決定 
（以下省略） 

３ 理事会は、次に掲げる事項その他重要な業務執行の決定を理
事に委任することができない。 
(1) 重要な財産の処分及び譲受け 

（以下省略） 
 
【資産運用規程】 
（目的） 

第１条 この規程は公益財団法人大阪府暴力追放推進センター
（以下「暴追センター」という。）定款第8条に基づき、暴追セ
ンターが保有する資産の運用及び管理に関して必要な事項を定
め、中・長期的かつ継続的に安全な運用を図ることを目的とす
る。 

【民法】 
第644条  受任者は、委任の本旨に従い、善良な管理者の注意を
もって、委任事務を処理する義務を負う。 



 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員；平成－年－月－日、事務局：平成28年１月27日）                                                       

措置の内容 

 
１ 理事及び監事の理事会への出席について 
(1) 平成28年６月１日開催の理事会、同月13日開催の評議員会の場において監査受検結果を報告し、理事会、評議員会への出席を促した。 
(2) 各理事・監事に対する理事会及び評議員会の開催案内文書を、開催日の概ね４か月前と２か月前の２回にわたって郵送し、理事会、評議員会への出席を促した。 
(3) (1)(2）の結果、 

    理事会  平成28年６月１日、同月23日、同29年３月９日 の３回 
    評議員会 平成28年６月13日、同29年３月16日 の２回 
   の合計５回の開催があったが、同一役員が連続して欠席になることは殆どなくなり（うち２回以上欠席した役員は１名のみ）、出席状況にかなり改善が見られた。 
 
２ 資産運用規程の改正について 

  平成28年６月１日開催の理事会において、下記のとおり、資産運用規程の改正を上程し議決承認され、同日施行した。 
 
 （改正内容） 
  資産運用規程第４条第１項第４号（運用の基本方針）に定める「外国債券による運用額は、全基本財産の二分の一以内にとどめる。」 
 並びに 
  同規程第５条第１項第４号（運用対象）に定める「円建て外債（仕組債を含む）。ただし、外国格付け機関２社以上が、ＡＡ級以上に格付けしているものに限る。」 
 を削除した。 
 
３ 理事会から理事長または専務理事に委任する権限の範囲の明確化について 
  （公財）暴力追放推進センターの規程の制定・変更・廃止については、理事会が決定することとなっている（「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」、「定款」）が、平成27年７月
１日施行の「公益財団法人大阪府暴力追放推進センター契約処理規程」は理事会には上申せずに理事長の決裁により施行していたことから、本監査により「規則の制定・変更・廃止にかか
る権限」を、理事会から理事長・専務理事に委任するという「理事の職務権限規程」の見直しを求められていた。（平成28年３月、事務局監査結果） 

 
  これにより検討した結果、「理事の職務権限規程」の見直しを図るのではなく、原点に立ち戻り、今後の規程等の制定・変更・廃止については、全て理事会に議案として上申することと
した。（平成28年５月19日付け、監査結果に対する是正報告） 

 
  以降の規程の制定、変更及び廃止に関しては、理事長の決裁のみで施行せずに、下記のとおり、全て理事会に議案として上程し、議決承認されているものである。 
 
 (1) 平成28年６月１日開催 「公益財団法人大阪府暴力追放推進センター契約処理規程」の制定 

「公益財団法人大阪府暴力追放推進センター特定個人情報取扱管理規程」の制定 
「公益財団法人大阪府暴力追放推進センター資産運用規程」の改正 

 
 (2) 平成29年３月９日開催 「暴力追放相談委員運用規程」の改正 

「公益財団法人大阪府暴力追放推進センター暴力団情報提供要領」の制定 

 


